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12.金融
　　株価（日経平均株価）は、26,600円台から28,200円台まで上昇した後、26,400円台まで下落した。
　　対米ドル円レート（インターバンク直物中心相場）は、127円台から134円台まで円安方向に推移した。

（％、ポイント、円）

2022年

７－９月 10－12月 １－３月 ３月 ４月 ５月

コ ー ル レ ー ト 6/16
（ 無 担 保 翌 日 物 ） -0.035 -0.024 -0.031 -0.024 -0.031 -0.031 -0.015 -0.008 -0.012 -0.018 -0.042

ユ ー ロ 円 TIBOR 6/16
（ ３ か 月 物 ） -0.034 -0.064 -0.051 -0.063 -0.072 -0.064 -0.049 -0.049 -0.049 -0.049 -0.022

6/16
0.002 0.061 0.030 0.086 0.026 0.067 0.177 0.195 0.233 0.234 0.255

株 式 相 場 6/16
東 証 株 価 指 数 (TOPIX) 1,597 1,953 1,675 1,956 1,974 1,996 1,917 1,885 1,902 1,879 1,867

日 経 平 均 株 価 22,705 28,836 24,459 28,389 28,553 28,810 27,156 26,584 27,043 26,653 26,431

円 相 場 6/16
（ 対 米 ド ル ） 106.73 109.89 106.09 112.38 110.09 113.70 116.32 118.51 126.04 128.78 134.26

（ 対 ユ ー ロ ） 121.87 129.90 123.74 130.53 129.82 130.00 130.40 130.61 136.71 136.08 139.56

6/15
（韓 国ウ ォ ン・ 1 円 当たり） 11.05 10.42 10.94 10.39 10.54 10.41 10.36 10.29 9.78 9.83 9.56

4,418,178 5,237,058 4,666,015 5,347,929 5,346,918 5,362,369 5,396,396 5,515,753 5,610,040 5,463,040
11.3 18.5 16.7 14.6 15.8 10.3 9.0 8.3 6.0 4.2

5,552,289 6,434,962 5,804,620 6,557,140 6,556,206 6,589,419 6,606,743 6,621,323 6,874,736 6,800,213
(3.2) (5.4) (9.2) (14.5) (9.1) (▲14.3)

9.1 15.9 13.2 13.0 14.0 9.2 8.0 7.9 6.6 4.6
10,926,297 11,626,959 11,174,430 11,728,097 11,690,288 11,748,440 11,811,999 11,833,218 12,018,440 12,048,644

(2.8) (2.9) (3.9) (3.7) (4.6) (1.4)
6.5 6.4 8.1 5.0 4.7 4.0 3.5 3.5 3.4 3.2

18,759,434 19,801,769 19,020,614 20,007,146 19,987,873 20,068,629 20,112,017 20,136,402 20,492,005 20,643,726
(3.1) (2.5) (2.2) (4.4) (13.3) (6.0)

4.1 5.6 4.9 5.2 5.2 4.8 4.3 4.3 4.1 3.6
銀　行　貸　出 4.8 2.3 5.8 1.0 0.4 0.6 0.4 0.5 1.0 0.9

普 通 社 債 発 行 額 0.3 ▲2.6 28.2 ▲4.6 ▲18.8 ▲0.5 ▲9.7 ▲37.0 ▲11.4 ▲7.4

（備考）１．コールレート、ユーロ円TIBOR、国債利回り、株価、円相場の年・年度・四半期・月次は、日次データの平均値。 

　　　　２．国債流通利回りは、新発10年国債流通利回り。

　　　　３．円相場（対米ドル）はインターバンク直物中心相場、円相場（対ユーロ）はインターバンク直物17時時点。円相場（韓国ウォン）はインターバンク直物ＮＹ17時時点。

　　　　４．日銀当座預金残高は、準備預金積み期間中の平均残高。

　　　　５．マネタリーベースは、平均残高の前年同期（月）比。（）内は季調済前期比年率。

　　　　６．マネーストックは、平均残高。（）内は季調済前期比年率。

　　　　７．銀行貸出は、銀行計（都市銀行等、地方銀行、第二地方銀行の合計）の平均残高の前年同期（月）比。

　　　　８．普通社債発行額は、国内発行分（円建て外債及び資産担保型社債を含む）の前年同期（月）比。

　　　　９．マネーストック（広義流動性）は、IMF国際収支マニュアル第6版に準拠した「対外資産負債残高」等の公表に伴い遡及改定を実施。

マ ネ ー ス ト ッ ク
広 義 流 動 性
( 億 円 、 前 年 比 )

マ ネ ー ス ト ッ ク
Ｍ ２
( 億 円 、 前 年 比 )

国 債 流 通 利 回 り

日 銀 当 座 預 金 残 高
( 億 円 、 前 年 比 )

マ ネ タ リ ー ベ ー ス
( 億 円 、 前 年 比 )

2022年
2020年度2020年 2021年 2021年度

2021年

（
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６/16
ユーロ
139.56円

６/16
26,431円

６/16
ドル

134.26円
　　　　　

６/16
新発10年国債
流通利回り
0.255％

６/16
６/16 BBB格

ユーロ円 0.736％
TIBOR３か月物

-0.022％
６/16

６/16 A格
無担保コール 0.425％

翌日物
-0.042％

６/16
AA格

0.270％

（備考）１．日経NEEDSにより作成。
２．対ドル為替レートはインターバンク直物中心相場。

対ユーロ為替レートはインターバンク直物17時時点。
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無担保コール翌日物

2022/

（備考）１．Bloombergにより作成。

２．社債は残存年数３年以上７年未満の銘柄の平均流通利回り、

国債は残存年数５年の流通利回りを使用。

３．格付けは格付投資情報センター（Ｒ＆Ｉ）ベース。

（備考）日経NEEDSにより作成。

（備考）日経NEEDSにより作成。

(年/月)



ﾏﾈﾀﾘｰﾍﾞｰｽ
680兆円
(５月)

日銀
ﾊﾞﾗﾝｽｼｰﾄ
736兆円
(５月)

銀行貸出
0.9％
(５月)

５月名目

128.78円
（ドル）
136.08円

（ユーロ）

61.25

Ｍ２
3.2％
(５月)

４月実質実効
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プラザ合意後最高値
75.83円(11.10.28)

147.26円
(98.8.11)

(円／EURO)

対ユーロ名目為替レート
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プラザ合意(85.9.22)直前
240.10円(85.9.20)
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(95.4.18)
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（備考）１．日経NEEDS、日本銀行、Bloombergにより作成。
２．対ドル名目為替レートはインターバンク直物中心相場（月中平均）。対ユーロ名目為替レートは直物17時時点（月中平均）。実質実効為替レートは日本銀行公表値より作成。

ただし、対ドル名目為替レートの日次で記した値は直物のニューヨーク17時時点。

（備考）１．日本銀行「マネーストック」、「貸出・預金動向」により作成。
２．銀行貸出は、銀行計（都銀等、地銀、地銀Ⅱの合計）の平残の前年同月比。（備考）日本銀行「マネタリーベース」、「日本銀行勘定」により作成。



５月
26,653円
1,879ﾎﾟｲﾝﾄ

５月
新発10年国債
流通利回り
0.234％

５月
ユーロ円

TIBOR３か月物
-0.049％

５月
無担保コール

翌日物
-0.018％
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金利（長期系列）
(％)

(年)

新発10年国債
流通利回り

ユーロ円TIBOR３か月物

無担保コール翌日物

ゼロ金利政策 99年 2月～00年7月
量的緩和政策 01年 3月～06年3月

ゼロ金利政策 06年 4月～06年7月
補完当座預金制度 08年10月～

包 括 緩 和 政 策 10年10月～13年3月
量的・質的金融緩和 13年 4月～16年2月

マイナス金利付き量的・質的金融緩和 16年2月～.
長短金利操作付き量的・質的金融緩和 16年9月～

（
28）

（備考）１．日経NEEDS、Bloombergにより作成。日経平均株価、東証株価指数ともに月中平均。
２．東証株価指数は、1968年１月４日時点を100として算出。

（備考）１．日経NEEDS、Bloombergにより作成。
２．新発10年国債流通利回り、無担保コール翌日物、ユーロ円TIBOR３か月物ともに月中平均。
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最高値
日経平均株価 38,915円(89.12.29、終値)
東証株価指数 2,884ﾎﾟｲﾝﾄ(89.12.18、終値)

89年末以降最安値
日経平均株価 7,054円(2009.3.10、終値)

89年末以降最安値
東証株価指数 695ﾎﾟｲﾝﾄ(2012.6.4、終値)

日経平均株価（目盛右）



13．景気ウォッチャー調査

家計動向関連
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（ＤＩ） 景気の現状判断ＤＩ（季節調整値）

総合ＤＩ
５月 54.0 (前月差 3.6)
４月 50.4 (前月差 2.6)

分野・業種別ＤＩの推移（現状）（季節調整値） 分野・業種別ＤＩの推移（先行き）（季節調整値）

（備考）現状判断ＤＩ、先行き判断ＤＩは各々、景気ウォッチャーによる、３か月前と比較した当該月の景気の良し悪しの判断、当該月と比較した２～３か月先の景気の良し悪しの判断である。
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（参考１）　景気動向指数
一致指数採用系列の寄与度

22年1月 2月 3月 4月

一致指数 96.1 96.3 96.8 96.8

生産指数(鉱工業) -0.29 0.24 0.04 -0.20 

鉱工業用生産財出荷指数 -0.32 0.24 0.05 -0.21 

耐久消費財出荷指数 -0.44 0.37 -0.19 0.01

労働投入量指数(調査産業計) -0.01 -0.29 0.42 -0.01 

投資財出荷指数(除輸送機械) 0.12 -0.35 0.16 0.30

商業販売額(小売業、前年比) -0.01 -0.18 0.14 0.24

商業販売額(卸売業、前年比) 0.06 -0.04 -0.09 -0.05 

営業利益(全産業) -0.10 -0.10 -0.11 0.01

有効求人倍率(除学卒) 0.36 0.13 0.13 0.17

輸出数量指数 -0.11 0.13 -0.00 -0.32 

景気基準日付

寄
与
度

(
27)
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（備考）内閣府「景気動向指数」により作成。景気基準日付は内閣府による。
ただし、「神武（景気）」・「岩戸（景気）」等は景気拡張期の通称であり、公式のものではない。

なお、グラフのシャドー部分は景気後退期を示す。また、2018年10月の山及び2020年５月の谷は暫定。
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（月）
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遅行指数 先行指数

一致指数
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拡張 後退 全循環
1 1951/6 51/10 4
2 51/10 54/1 54/11 27 10 37
3 54/11 57/6 58/6 31（神武） 12 43
4 58/6 61/12 62/10 42（岩戸） 10 52
5 62/10 64/10 65/10 24 12 36
6 65/10 70/7 71/12 57（いざなぎ） 17 74
7 71/12 73/11 75/3 23 16 39
8 75/3 77/1 77/10 22 9 31
9 77/10 80/2 83/2 28 36 64
10 83/2 85/6 86/11 28 17 45
11 86/11 91/2 93/10 51（バブル） 32 83
12 93/10 97/5 99/1 43 20 63
13 99/1 2000/11 02/1 22 14 36
14 02/1 08/2 09/3 73 13 86
15 09/3 12/3 12/11 36 8 44
16 12/11 （暫定）18/10 （暫定）20/5 71 19 90

第2～第16
循環の平均

38.5 16.3 54.9

循環 谷（年/月） 山（年/月） 谷（年/月）
期間（か月）



（参考２）　地価・住宅価格の推移

（備考）１．国土交通省「地価公示」「都道府県地価調査」「主要都市の高度利用地地価動向報告～地価LOOKレポート～」、

　　　　　　（一財）日本不動産研究所「市街地価格指数」、「不動研住宅価格指数」により作成。

　　　　２．地価変動率は、地価公示と都道府県地価調査において、それぞれ半年前の調査・公示との共通地点における変動率を平均したもの。

　　　　３．６大都市とは、東京区部、横浜、名古屋、京都、大阪、神戸。市街地価格指数（６大都市）のピークは1990年９月。

　　　　４．四半期は、Ⅰ期：1/1～4/1､Ⅱ期：4/1～7/1､Ⅲ期：7/1～10/1､Ⅳ期：10/1～1/1。
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（参考３）　地域経済
(1) 鉱工業生産
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北関東 南関東
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(2015年＝100・中心３か月移動平均)

（備考）

１．経済産業省、各経済産業局、沖縄県「鉱工業指数の動向」により作成。

２. 北関東、南関東、甲信越は関東経済産業局、東海は関東経済産業局、中部経済産業局

の「鉱工業指数の動向」により内閣府にて作成。

詳細は経済財政分析ディスカッション・ペーパー「「地域経済動向」の新地域区分に対応

する鉱工業指数の算出方法について」を参照。

３. 基準年は平成27年。

４．直近月は、２か月平均。

５. 全国、北海道、東北、近畿、中国、九州は、４月まで更新。その他地域は、３月まで更新。
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（年）

（月）

都道府県名

北海道
青森、岩手、宮城、秋田、山形、福島

北関東 茨城、栃木、群馬
南関東 埼玉、千葉、東京、神奈川

新潟、山梨、長野
静岡、岐阜、愛知、三重
富山、石川、福井
滋賀、京都、大阪、兵庫、奈良、和歌山
鳥取、島根、岡山、広島、山口
徳島、香川、愛媛、高知
福岡、佐賀、長崎、熊本、大分、宮崎、鹿児島
沖縄沖縄

関東

北陸
近畿
中国
四国
九州

北海道
東北

甲信越
東海

地域名

(2015年＝100・中心３か月移動平均)

(2015年＝100・中心３か月移動平均)



(2) 完全失業率 (3) 有効求人倍率
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（備考）
１．総務省、沖縄県「労働力調査」により作成。
２．北関東、甲信越、北陸は、総務省「労働力調査」の都道府県別モデル推計から算出した労働力人
口、完全失業者の県別シェアを同調査公表値に乗じることで県別の人数を計算し、内閣府にて作
成。

３．季節調整値。北関東、甲信越、北陸、中国、四国、九州は内閣府で季節調整。全国、沖縄の季節
調整値は、内閣府にて月次値を四半期平均化。北関東、四国、九州は四半期系列に季節性が認め
られなかったことから原数値と同じ。

（備考）
１．厚生労働省「一般職業紹介状況」により作成。季節調整値。就業地別。
２．すべての地域でパートタイムを含む。
３．有効求人数、新規求人数の全国には、海外の値は含まない。
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